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（６５歳以上の方の
基準月額）

５，６７９円

（６５歳以上の方の
基準月額）

５，８２５円

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８Ｈ２５Ｈ２４ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２

（億円）（１７１億円）（億円） （１５５億円）（１４７億円）

（６５歳以上の方の
基準月額）

５，１０９円

　
市
内
の
高
齢
化
率
は
、
平
成
３２
年
度
に
３５
・
３
㌫
に
な
る
と
予
想
さ
れ
、
高
齢
者
へ
の
福
祉
施

策
が
ま
す
ま
す
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。
市
で
は
「
安
心
と
生
き
が
い
の
あ
る
高
齢
者
福
祉
の
充

実
」
を
理
念
に
、
第
７
期
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画
（
平
成
３０
年
度
か
ら
平
成
３２

年
度
）
を
策
定
し
、
保
険
料
の
基
準
月
額
を
５
８
２
５
円
と
し
ま
し
た
。

　
こ
こ
で
は
、
皆
さ
ん
に
影
響
の
あ
る
保
険
料
と
主
な
事
業
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
　
高
齢
福
祉
課
☎
２
６
―
２
１
１
１
（
内
線
１
６
３
）

　
介
護
保
険
制
度
は
、
少
子
高

齢
化
が
急
速
に
進
行
す
る
中
、

高
齢
者
の
介
護
を
社
会
全
体
で

支
え
合
う
仕
組
み
で
す
。

　
４０
歳
以
上
の
方
が
被
保
険
者

（
加
入
者
）
と
な
り
、
介
護
が

必
要
と
な
っ
た
場
合
、
費
用
の

一
部
を
負
担
す
る
こ
と
で
介
護

保
険
の
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き

ま
す
。

　
６５
歳
以
上
の
方
は
、
日
常
生

活
を
営
む
の
に
常
に
介
護
を
要

す
る
状
態
や
日
常
生
活
に
支
援

が
必
要
と
な
っ
た
と
き
、
４０
歳

か
ら
６４
歳
の
方
は
、
初
老
期
認

知
症
や
脳
血
管
疾
患
な
ど
の
病

気
（
特
定
疾
病
）
が
原
因
で
、

要
介
護
や
要
支
援
状
態
と
な
っ

た
と
き
に
、
介
護
認
定
を
受
け

て
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

　
６５
歳
以
上
の
方
の
保
険
料
の

納
め
方
は
年
金
か
ら
の
天
引
き

（
特
別
徴
収
）
と
納
付
書
や
口

座
引
き
落
と
し
（
普
通
徴
収
）

に
よ
る
場
合
に
分
か
れ
ま
す
。

　
４０
歳
か
ら
６４
歳
の
方
の
保
険

料
は
、
市
へ
直
接
納
め
ず
、
医

療
保
険
と
一
括
し
て
納
め
ま

す
。

　
介
護
保
険
料
は
３
年
ご
と
に

見
直
し
て
お
り
、
高
齢
者
人
口

の
推
移
や
今
後
の
サ
ー
ビ
ス
利

用
量
を
見
込
み
、
そ
れ
を
運
営

す
る
た
め
に
ど
れ
く
ら
い
の
保

険
料
が
必
要
か
を
検
討
し
て
、

１
人
当
た
り
の
負
担
額
を
算
出

し
て
い
ま
す
。
本
市
の
基
準
月

額
（
第
５
段
階
）
を
５
８
２
５

円
と
し
て
、
所
得
に
応
じ
て
段

階
的
に
定
め
て
い
ま
す
。

　
本
年
度
の
保
険
料
は
、
６
月

下
旬
に
郵
送
で
お
知
ら
せ
し
ま

す
。

所得段階 所得などの条件 保険料（年額）

第１段階

生活保護を受給している人、または世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年
金を受けている人
本人と世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計
が年間８０ 万円以下の人

※２７，９００円

第２段階
本人と世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計
が年間８０万円を超え１２０万円以下の人

４５，４００円

第３段階
本人と世帯全員が市民税非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計
が年間１２０万円を超える人

４８，９００円

第４段階
本人が市民税非課税で世帯の中に市民税課税者がいる人で、課税年金収入
額と合計所得金額の合計が年間８０万円以下の人

６５，０００円

第５段階
本人が市民税非課税で世帯の中に市民税課税者がいる人で、課税年金収入
額と合計所得金額の合計が８０万円を超える人

６９，９００円

第６段階 本人が市民税課税で合計所得金額が１２５ 万円未満の人 ８２，４００円

第７段階 本人が市民税課税で合計所得金額が１２５万円以上１９０万円未満の人 ９２，２００円

第８段階 本人が市民税課税で合計所得金額が１９０万円以上３００万円未満の人 １１３，２００円

第９段階 本人が市民税課税で合計所得金額が３００万円以上４００万円未満の人 １１８，８００円

第１０段階 本人が市民税課税で合計所得金額が４００万円以上の人 １３２，８００円

平成３０年度から３２年度までの介護保険料

※第１段階は公費を投入して保険料を軽減した額

介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
す

　
利
用

サ
ー
ビ
ス
の
利
用

　
見
直
し

保
険
料
の
決
め
方

  介護給付の実績と見込み

拡大する給付費と高まる介護保険料

第５期 第６期 第７期（見込み）

６５
歳
以
上
の
方

　給付費とは、 介護サービスに必要なお金のうち、自己負担額を除いた金額をいいます。
　第７期の市の給付費は高齢者人口や認定者数の増加などから約１７１億円になることが予想されま
す。給付額が増えると、６５歳以上の方が納める保険料が上がることになります。

49.1 51.446.9 52.7 51.3 51.1 54.1 57.3 59.9

　
介
護
保
険
制
度

社
会
全
体
で
介
護
を
担
う

　
保
険
料

保
険
料
の
納
め
方

　
市
は
、
第
７
期
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護

保
険
事
業
計
画
に
基
づ
き
、
生
活
支
援
や
介

護
が
必
要
に
な
っ
て
も
、
住
み
慣
れ
た
地
域

で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
よ
う
、
サ
ー
ビ
ス
向

上
な
ど
、
介
護
保
険
制
度
の
健
全
な
運
営
に

努
め
ま
す
。

●
高
齢
者
が
生
き
が
い
を
持
っ
て
生
き
生
き

と
暮
ら
す

　
知
識
や
経
験
を
持
っ
た
元
気
な
高
齢
者
が

活
躍
で
き
る
よ
う
、
就
業
機
会
の
拡
充
や
地

域
で
の
触
れ
合
い
の
場
な
ど
を
通
じ
て
高
齢

者
の
社
会
参
加
を
促
進
し
ま
す
。

●
高
齢
者
が
い
つ
ま
で
も
元
気
に
暮
ら
す

　
高
齢
者
自
身
の
加
齢
に
よ
る
心
身
の
変
化

や
健
康
づ
く
り
に
関
す
る
知
識
を
深
め
る
と

と
も
に
、
生
活
習
慣
病
予
防
や
介
護
予
防
な

ど
、
心
身
と
も
に
健
や
か
に
暮
ら
せ
る
よ
う

な
予
防
事
業
を
推
進
し
ま
す
。

●
住
み
慣
れ
た
地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
す

　
住
み
慣
れ
た
地
域
で
、
健
康
で
自
立
し
た

生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
地
域
の

支
え
合
い
体
制
の
構
築
や
認
知
症
予
防
対
策

を
充
実
し
ま
す
。
医
療
と
の
連
携
も
強
化
し

ま
す
。

●
介
護
を
受
け
な
が
ら
安
心
し
て
暮
ら
す

　
地
域
で
安
心
し
て
住
み
続
け
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
、
地
域
密
着
型
の
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
体
制
の
充
実
や
要
介
護
状
態
に
応
じ
た
居

宅
サ
ー
ビ
ス
、
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
、
家

族
介
護
者
へ
の
支
援
を
図
り
ま
す
。

　
高
齢
者
福
祉
計
画
・
介
護
保
険
事
業
計
画

四
つ
の
目
標
を
掲
げ
ま
す

安心と生きがいのある高齢者福祉の充実
　市の高齢化が進行していくことを見据え、市民、事業所、行政そ
れぞれが主体となって身近な地域で高齢者の生活を支え、きめ細か
な支援を図っていくことで、高齢者福祉施策のさらなる推進を目指
します。
　第７期高齢者福祉計画・介護保険事業計画の詳細は、市役所情報
公開コーナーや各振興事務所、市中央図書館で閲覧できます。また
市ウェブサイトでも公開しています。

5 2018年6月 4広報えな 2018年6月広報えな

特集｜介護保険料の改定

▲認知症の人たちを支援するランニングイベ
ント（RUN 伴

とも

）


